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(百万円未満切捨て)
１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年３月期 6,721 5.8 1,529 21.4 1,462 24.5 880 24.7

28年３月期 6,356 27.9 1,259 127.8 1,174 141.5 705 253.8

(注) 包括利益 29年３月期 876 百万円 ( 27.6％) 28年３月期 687 百万円 (233.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年３月期 149.65 143.85 18.7 2.7 22.8

28年３月期 157.21 133.42 19.4 2.7 19.8

(参考) 持分法投資損益 29年３月期 ― 百万円 28年３月期 ― 百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年３月期 61,511 5,146 8.3 837.71

28年３月期 47,147 4,285 9.1 741.38

(参考) 自己資本 29年３月期 5,124百万円 28年３月期 4,285百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年３月期 530 △2,263 2,752 3,302

28年３月期 270 △574 909 2,285

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年３月期 ― 0.00 ― 16.00 16.00 92 10.2 2.3

29年３月期 ― 0.00 ― 21.00 21.00 129 14.0 2.7

30年３月期(予想) ― ― ― ― ― ―

　(注) 平成30年３月期の配当予想額については、未定であります。

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

当社グループは金融商品取引業（外国為替証拠金取引事業）を営んでおり、当社グループの業績は外国為替の為

替変動率やマーケット環境に大きく影響を受け、予測を行うことが困難であるため、連結業績予想を開示しており

ません。この点を補うために、業績に重要な影響を及ぼす営業収益、顧客口座数、取引高、預り証拠金残高につい

て、月次ベースで開示しております。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ― 社 (社名) 、除外 ― 社 (社名)

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料P.20「４.連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変

更)」をご覧ください。
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年３月期 6,224,000 株 28年３月期 5,861,000 株

② 期末自己株式数 29年３月期 80,044 株 28年３月期 80,000 株

③ 期中平均株式数 29年３月期 5,882,423 株 28年３月期 4,489,893 株

　

※ 決算短信は監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

当社グループは、「３．平成30年３月期の連結業績予想」に記載のとおり、連結業績予想の開示を行っておりま

せんが、この点を補うために、月次ベースでの営業収益、顧客口座数、取引高、預り証拠金残高を開示しておりま

す。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日銀による経済政策・金融政策の効果から、企業収益や雇用、所

得環境に改善が見られ、景気が緩やかな回復基調で推移したものの、中国をはじめとする新興国経済の減速や、英

国のEU離脱問題、米国新政権の経済政策等、先行き不透明感が増加しました。

この点、当社グループの関連する外国為替市場におきましては、期初は、112円台半ばから始まった米ドル/円相

場は、６月のEU離脱の国民投票結果等を受け98円半ばと急激な円高となったが、11月の米国大統領選挙の結果を受

けて118円台後半と円安になり、その後米国新政権の経済政策等、先行きの不透明感から円高となり111円台半ばで

期末を迎えました。

国内外の政治経済情勢に漂う不透明感と不安定感に対処するため、当社グループとしては、より一層《顧客満足

度の向上》を経営の第一優先としました。そのために、顧客ニーズに対応した取引システムのバージョンアップや

新規ツールの追加、真に投資家の役に立つ有力媒体経由の相場情報提供、そしてより新鮮で効果的な各種キャンペ

ーンを実施しました。より具体的には、特にシステムツールの追加と相場情報について７月より過去の取引データ

を基に自分の取引を簡単に分析してくれる「LION分析ノート」をリリースし、８月より日経CNBCにてFX取引に役立

つ情報を提供するFX情報番組『ＦＸ経済研究所』の放送を開始しました。また、10月に利便性の向上を図った

「LIONチャート+」のリリース、２月には残しておきたいポジションを誤って決済するリスクを回避するためのポジ

ションロック機能を追加しました。

上記のような取組みを行った結果、当社グループの口座数は435,724口座(前期比8.3％増)に達し、顧客預り証拠

金は46,185,564千円（前期比27.0％増）となりました。また、年間の外国為替取引高は5兆1,332億通貨(前期比28.7

％増)となりました。

その結果、当連結会計年度の営業収益は、6,721,917千円(前期比5.8％増)、営業利益は1,529,917千円(前期比

21.4％増)、経常利益は1,462,212千円(前期比24.5％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は880,333千円(前期比

24.7％増)となりました。

なお、当社グループの事業セグメントは、外国為替証拠金取引事業を主要な事業としており、他の事業セグメン

トの重要性が乏しいため、セグメント別の業績は記載しておりません。

（２）当期の財政状態の概況

イ 総資産

当連結会計年度末の総資産は、61,511,749千円(前連結会計年度末に比べ14,364,561千円増加)となりました。

これは、株式の発行及び借入金の増加等に伴う現金及び預金の増加3,040,341千円、顧客からの預り資産の増加に

伴う外国為替取引顧客分別金信託の増加9,183,000千円、取引高の増加に伴う外国為替取引顧客差金の増加

1,027,345千円等により、流動資産が14,265,159千円増加したことによるものです。

ロ 負債

当連結会計年度末の負債は、56,364,902千円(前連結会計年度末に比べ13,503,642千円増加)となりました。こ

れは、顧客からの預り資産の増加に伴う外国為替取引預り証拠金の増加9,816,081千円、短期借入金の増加

2,783,600千円等により、流動負債が13,729,437千円増加したことによるものです。

ハ 純資産

当連結会計年度末の純資産の部は、5,146,846千円(前連結会計年度末に比べ860,918千円増加)となりました。

これは、利益剰余金の増加787,837千円、資本金の増加54,450千円、新株予約権の増加22,549千円等によるもので

す。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末と比べ1,016,312千円

増加し3,302,177千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。
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イ 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において営業活動により増加した資金は530,799千円(前連結会計年度は、270,016千円の収入)

となりました。これは主に税金等調整前当期純利益による収入1,453,041千円の他、外国為替取引預り証拠金の増

加による収入9,816,081千円等があった一方、外国為替取引顧客分別金信託の増加による支出9,183,000千円、外

国為替取引顧客差金（資産）の増加による支出1,027,345千円及び法人税等の支払額605,522千円等があったこと

によるものです。

ロ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において、投資活動により支出した資金は2,263,154千円(前連結会計年度は、574,676千円の支

出)となりました。これは主に定期預金の預入による支出4,395,000千円等があった一方、定期預金の払戻による

収入2,295,000千円等があったことによるものです。

ハ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において、財務活動により増加した資金は2,752,647千円(前連結会計年度は、909,982千円の収

入)となりました。これは主に短期借入金の純増額2,783,600千円等があったことによるものです。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 8.2 7.7 9.1 8.3

時価ベースの自己資本比率（％） ― ― 10.4 17.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

― ― 13.3 12.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

― ― 3.0 7.1

自己資本比率: 自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率: 株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率: 有利子負債/キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ: キャッシュ・フロー/利払い

(注)１ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

２ 当社は平成26年３月期より連結財務諸表を作成しておりますので、平成26年３月期以降について記載して

おります。

３ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。

４ 平成27年３月期までの時価ベースの自己資本比率は、当社は未上場であり各期末時点の株価が把握できま

せんので記載しておりません。

５ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。

６ 平成26年３月期及び平成27年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオは、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

（４）今後の見通し

当社グループは金融商品取引業（外国為替証拠金取引事業）を営んでおり、当社グループの業績は外国為替の為

替変動率やマーケット環境に大きく影響を受け、予測を行うことが困難であるため、連結業績予想を開示しており

ません。この点を補うために、業績に重要な影響を及ぼす営業収益、顧客口座数、取引高、預り証拠金残高につい

て、月次ベースで開示しております。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、中長期的な企業価値の向上に努め、株主に対する利益還元を行うことを経営の重要な課題の一つとして

認識しております。そのため、剰余金の配当等の決定に関しては、今後の事業展開及び経営体質強化のための内部

留保資金とのバランスを総合的に勘案したうえで、業績に見合った利益還元を実施することを基本方針としており

ます。
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当社は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は株主総会であります。また、当社

は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることが

できる旨を定款に定めております。

上記の方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、１株当たり21.00円とさせていただきます。

また、来期以降の配当につきましても、今後の事業展開及び経営体質強化のための内部留保資金とのバランスを

総合的に勘案したうえで、実績に見合った利益還元を実施する方針であります。

（６）事業等のリスク

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主要な事項

を記載しております。また、投資者の投資判断において重要であると考えられる事項については、積極的に記載し

ております。

このため、以下の記載は、当社グループの事業等に関するリスクをすべて網羅するものではありませんが、当社

グループではこれらのリスクを認識した上で、事態の発生の回避及び発生した場合の適切な対処に努める所存であ

ります。

なお、文中における将来に関する事項は、別段の表示がない限り、本書提出日現在において当社が判断したもの

であります。

　

① 当社の事業環境に係るリスクについて

イ 外国為替証拠金取引市場について

当社グループの主要な事業である外国為替証拠金取引事業は、多様化する個人資産運用の気運や株式運用の個

人ネット顧客の参入等により、活況を呈しております。当社では、今後も継続的な成長が見込める市場として取

引規模も拡大すると考えております。

しかしながら、景気動向や金融情勢または競合商品の出現等により、市場が縮小する可能性があります。その

場合、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ロ 為替変動が当社に与える影響について

当社グループの主要な収益源は、顧客の取引による外国為替取引損益であります。外国為替取引損益は顧客の

取引高の増減に大きく左右され、顧客の取引高は為替変動に大きく左右されます。為替変動率が高い場合は、顧

客の取引高が増加し、反対に為替変動率が低い場合、顧客の取引高が減少する傾向にあります。また、為替変動

が当社グループの顧客に不利に働き損失が過大となった場合は、投資意欲が減退し取引高が減少することも想定

されます。

そのため、このような状態が続いた場合、当社が想定する以上に取引高が減少するような事態が発生し、当社

グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

　

ハ 為替市場の流動性が当社に与える影響について

当社グループでは、顧客との取引により生じるポジションの為替変動リスクを回避するため、複数のカウンタ

ーパーティとカバー取引を行っております。

しかしながら、天災地変、戦争、テロ、規制の強化等何らかの事由により急激な為替変動が発生した場合や、

為替市場の流動性が低下した場合、当社グループはカウンターパーティとのカバー取引ができなくなり、顧客と

の取引により生じるポジションの為替変動リスクを回避することができなくなる可能性があります。その場合、

当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ニ 外国為替証拠金取引等に対する規制強化について

平成23年８月に「金融商品取引業等に関する内閣府令」の一部改正により、想定元本の４％以上の証拠金の預

託を受けずに業者が取引を行うことを禁止する(レバレッジ規制)等、金融商品に関する規制が強化されておりま

す。また、平成25年７月に投資者の保護と業務の適正化を図るため、取引内容や業務態勢を整備する「個人向け

店頭バイナリーオプション取引業務取扱規則」等が一般社団法人金融先物取引業協会により制定されました。

今後につきましてもレバレッジ規制の強化等、規制対象の拡大や強化等の事業に関連する法令、諸規則等が改
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正・施行された場合、または当社グループの自主的な対応により規制強化を図った場合、当社グループの財政状

態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

　

ホ 外国為替証拠金取引における競争激化について

外国為替証拠金取引業界においては、証券会社やネット系銀行の他、新たに異業種大手企業の本格的参入等に

より顧客の獲得競争が激化しております。

当社グループでは、他社との差別化、顧客満足度の向上を実現するため、食品キャンペーンや顧客参加型のリ

アルトレードバトルなどを実施することで他社との差別化を図っておりますが、当社グループの差別化戦略が功

を奏さなかった場合、競争の激化により更なるスプレッドの縮小が進んだ場合、または新規顧客を獲得するため

の費用が増加した場合、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

② 当社の事業構造に係るリスクについて

イ 顧客に対する信用リスクについて

当社グループでは、顧客が外国為替証拠金取引を行うにあたって、不測の損失を被ることを未然に防止するた

めのロスカット制度を採用しており、顧客が取引を行った結果一定の水準以上に損失を被った場合、自動的にロ

スカットが働き、顧客の預り証拠金の範囲内で損失が収まるように努めております。

しかしながら、為替相場の急変等により顧客から預っている証拠金以上の損失が発生する可能性があります。

その場合、当社グループでは顧客に不足金の支払請求を行いますが、顧客から不足金の入金がない場合、顧客の

不足金の全部または一部を回収できない可能性があり、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を

与える可能性があります。

ロ 取引システムについて

当社グループの外国為替証拠金取引ではすべての取引がインターネットを通したオンラインによるものとなっ

ております。そのため当社グループでは、取引システムの安定稼働を重要な経営課題としており、それを実現す

るための様々な対応を実施しております。

しかしながら、取引システムに動作不良や人為的ミス、想定以上のアクセス数の増加、通信回線の障害、コン

ピュータウィルス、サイバーテロ、自然災害等によって障害が発生し、かかる障害に対して適切な対応ができな

い可能性があります。その場合、障害によって発生した損害についての賠償請求や、当社グループの信用及び企

業イメージの失墜による顧客数の減少等が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える

可能性があります。

ハ システム会社への業務委託について

当社グループの扱う取引システムについては、システム会社とASP(アプリケーション・サービス・プロバイダ

ー)契約を締結しております。当社では、システム会社に対して、信用状態等の定期的な調査を行うとともに、シ

ステム会社との間で毎月定例会議を行う等良好な関係の維持・発展に努めております。

しかしながら、予期せぬシステム会社の破綻、事業方針の転換等何らかの事由により信頼関係が毀損し、シス

テム会社との業務委託契約の継続が困難になった場合または業務委託手数料が大幅に増加した場合、当社グルー

プの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ニ カウンターパーティとのカバー取引について

当社グループでは、顧客との取引により生じるポジションの為替変動リスクを回避するため、20社以上のカウ

ンターパーティとカバー取引を行っており、取引を行うカウンターパーティに対して差入証拠金を預け入れてお

ります。

しかしながら、急激な為替変動の発生や、顧客ポジションの増加などが発生した場合はカウンターパーティに

対する差入証拠金を増額する必要があり、当該差入証拠金の資金を確保できない場合には当社グループの財政状

態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ホ 資金調達リスクについて

決算短信（宝印刷） 2017年05月12日 16時07分 7ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



ヒロセ通商株式会社(7185) 平成29年３月期 決算短信

― 6 ―

当社グループの主要な事業である外国為替証拠金取引は、カウンターパーティとのカバー取引をする際、カウ

ンターパーティに一定額の差入証拠金を預け入れる必要があります。顧客からの預り資産については区分管理し

金銭信託に一本化することが義務付けられているため、カウンターパーティへの差入証拠金については、自己資

金、金融機関からの借入金、当座貸越契約またはコミットメントライン設定契約等に基づく借入金、カバー先に

差入れる差入証拠金に代用する銀行保証状の発行(ボンド・ファシリティ契約)により調達しております。

しかしながら、銀行の事業方針の転換等何らかの事由により金融機関からの資金調達が困難になった場合、か

かる借入金の契約更新ができなくなる可能性があります。また、当座貸越契約及びコミットメントライン設定契

約、ボンド・ファシリティ契約には財務制限条項が付されており、経営成績等の悪化により財務制限条項に抵触

した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。その場合、カウンターパーティに必要な差入証拠金を預け

入れることが困難になり、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

　

ヘ 組織体制の強化について

当社グループでは、継続的な成長を続けていくため、社内教育や研修の充実及び適正な人事評価の実施により

優秀な人材の確保と育成及び組織体制の強化を図っております。

しかしながら、今後当社グループが求める優秀な人材の確保と育成が計画どおり進まなかった場合、組織体制

の強化が図れず、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

③ 法的規制について

イ 金融商品取引法について

a 金融商品取引業の登録について

当社及び連結子会社JFX株式会社は、それぞれ近畿財務局及び関東財務局から「金融商品取引法」第29条に基

づく「第一種金融商品取引業」の登録を受け、「金融商品取引法」等の法令・規制等を遵守し事業を行ってお

ります。

金融商品取引業については、「金融商品取引法」第52条第１項及び第４項もしくは同法第53条第３項、同法

第54条により登録の取消しとなる要件が定められており、これらに該当した場合、登録の取消しを含む行政処

分が下されます。

当社及び連結子会社JFX株式会社では、法令遵守の徹底を図っており、現時点では取消事由に該当する事実は

ありません。

しかしながら、当社グループにおいて何らかの事由により諸法令等に違反する事象が発生した場合、行政指

導や業務停止・登録取消等の行政処分を受ける可能性があります。その場合、当社グループの信用が著しく損

なわれ、財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

b 自己資本規制比率について

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第179条第４項第２号により、自己資本規制比率が120％を下回った

場合、「自己資本規制比率の状況を回復させるために自らとるべき具体的措置に関する計画書」を提出するこ

とが義務付けされており、更に自己資本規制比率が100％を下回った場合、「金融商品取引法」第53条第２項に

より、３ヶ月以内の期間を定めて業務の全部または一部の停止を命じられる可能性があります。また、同条第

３項により、業務停止命令後３ヶ月を経過しても自己資本規制比率が100％を下回り、回復の見込みがないと認

められる場合、金融商品取引業者の登録が取り消される可能性があります。平成29年３月31日現在、当社の自

己資本規制比率は339.8％、連結子会社JFX株式会社の自己資本規制比率は593.5％であり、本項目で記載されて

いる自己資本規制比率の値を上回っておりますが、かかる事象に抵触した場合、行政指導や業務停止・登録取

消等の行政処分を受ける可能性があります。その場合、当社グループの信用が著しく損なわれ、財政状態及び

経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

c 顧客資産の区分管理について

金融商品取引業者は、顧客資産が適切かつ円滑に返還されるように顧客から預託を受けた金銭を自己の固有

財産と区分して管理し、金銭信託に一本化することが義務付けられております。

当社及び連結子会社JFX株式会社では、外国為替証拠金取引における顧客からの預り証拠金について、株式会
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社三井住友銀行と顧客区分管理信託契約を締結し、顧客資産の保全体制を整えております。しかしながら、何

らかの事由により当社及び連結子会社JFX株式会社において金銭信託を実施できない事象が発生した場合、行政

指導や業務停止・登録取消等の行政処分を受ける可能性があります。その場合、当社グループの信用が著しく

損なわれ、財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

d 金融商品取引業者に係る禁止行為等について

金融商品取引業者は、「金融商品取引法」第38条により、金融商品取引契約の締結またはその勧誘に関して、

顧客に対し虚偽のことを告げる行為や、顧客に対し不確実な事項について断定的判断を提供し、または確実で

あると誤解させるおそれのあることを告げて金融商品取引契約の締結を勧誘する行為等様々な禁止行為が定め

られております。

当社グループでは、コンプライアンスマニュアル等に禁止行為を織り込み役職員に対し周知徹底を図ってお

りますが、当社グループにおいて何らかの事由によりかかる法律に違反する事象が発生した場合、行政指導や

業務停止・登録取消等の行政処分を受ける可能性があります。その場合、当社グループの信用が著しく損なわ

れ、財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ロ 個人情報の保護に関する法律について

「個人情報の保護に関する法律」は、個人情報を取り扱う事業者に遵守する事項を定め、個人情報の不適切な

取扱いによる個人の権利利益の侵害を未然に防止することを目的としております。当社では、平成24年12月にプ

ライバシーマークを取得し、関連する社内規程の整備及び役職員への教育を行うことで個人情報の保護に努めて

おりますが、外部からの不正アクセスや不測の事象の発生によって個人情報の漏洩・流失等の事故が発生した場

合、監督官庁からの処分、顧客からの損害賠償請求等により当社グループの信用が著しく損なわれ、財政状態及

び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ハ 犯罪による収益の移転防止に関する法律について

「犯罪による収益の移転防止に関する法律」(以下「犯罪収益移転防止法」という。)は、顧客の本人確認及び

記録の保存を法律上の義務とし、顧客管理体制の整備を促すことにより、テロ資金や犯罪収益の追跡のための情

報確保とテロ資金供与及びマネー・ロンダリング等の防止を目的としております。当社グループでは、犯罪収益

移転防止法に基づき、当社グループ所定の本人確認書類等を顧客から徴収して本人確認を行うとともに反社会的

勢力に該当しないことの確認を行い、顧客カードを作成して本人確認記録及び取引記録を保存する等法令遵守を

徹底しております。

しかしながら、当社グループの何らかの事由によりかかる法律に違反する事象が発生した場合、行政処分や当

社グループの信頼失墜等により、財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ニ その他の法的規制について

当社グループは、「金融商品取引法」、「個人情報の保護に関する法律」、「犯罪収益移転防止法」の他、

「外国為替及び外国貿易法」、「金融商品の販売等に関する法律」、「消費者契約法」等の諸法令及び一般社団

法人金融先物取引業協会の定める諸規則等に従って業務を遂行しており、各種法令及び諸規則を遵守するため、

コンプライアンスの徹底を図り、内部管理体制の整備に努めております。

しかしながら、当社グループにおいて何らかの事由によりかかる諸法令等に違反する事象が発生した場合、行

政処分や当社グループの信頼失墜等により、財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

④ 海外における事業活動について

連結子会社HIROSE FINANCIAL UK LTD.及びHirose Financial MY Limitedは、海外にて金融事業を行うために法令上

必要となる認可を受け、事業活動を行っております。

しかしながら、海外において何らかの事由により諸法令等に違反する事象が発生した場合、罰金、認可の取消し等

の処分を受ける可能性があります。また、現地において政治・経済・社会環境の変化、税制等の変更や移転価格税制

等に基づく課税等により、事業活動の継続が困難となる可能性や海外事業の撤退を余儀なくされる可能性があります。

その場合、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。
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⑤ その他

イ ストックオプション制度について

当社グループは、取締役及び従業員に対するインセンティブを目的としたストックオプション制度を採用して

おります。本書提出日現在における新株予約権による潜在株式数は721,000株となっており、これらの新株予約権

の権利が行使された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、今後も同様のイ

ンセンティブ・プランを継続する可能性があります。従いまして、今後付与される新株予約権が行使された場合

にも、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。

ロ 自然災害等について

当社グループは主要な拠点において地震等の自然災害、火災、伝染病の流行、停電、テロ攻撃等が発生した場

合の備えとして「BCP(事業継続計画)」を策定し臨時オフィスの構築等、緊急時における体制整備に努めておりま

す。

しかしながら、当社グループの想定を超えた災害が発生した場合、サービス提供の停止を余儀なくされる可能

性があり、当社グループの財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

ハ キャンペーン商品に係るリスク

当社グループでは、外国為替証拠金取引を行った顧客を対象に、食品キャンペーン等を毎月実施しております。

当社グループは、食品の製造・加工を行っておらず、すべてのキャンペーン商品を外部の取引先から仕入れてお

ります。

しかしながら、製造元での異物混入等何らかの事由により健康被害を及ぼすおそれのある製品事故が発生した

場合、当社キャンペーン商品の回収、キャンペーンの停止等を行う可能性があります。その場合、当社グループ

の財政状態及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社及び連結子会社７社から構成されております。当社、JFX株式会社、HIROSE FINANCIAL UK

LTD.及びHirose Financial MY Limitedは、主として投資家向けにインターネットを通じて外国為替証拠金取引及び

バイナリーオプション取引を提供する外国為替証拠金取引事業を行っており、HIROSE FINANCIAL LIMITEDは、当社

グループ会社に対する取引システムの提供、HIROSE BUSINESS SERVICE SDN. BHD.は、当社グループ会社に対するコ

ールセンター業務提供を行っております。また、当社では外国為替証拠金取引業者向けホワイトラベルサービスの

提供、及び外国為替証拠金取引業者のカウンターパーティとしてカバー取引も行っております。

上記の内容を事業系統図によって表すと次のとおりであります。

　

※１ 連結子会社HIROSE TRADING HK LIMITEDは、現在事業体制を構築中であり、事業を開始していないため、事業

系統図には記載しておりません。

※２ 当社グループは外国為替証拠金取引事業を主要な事業としており、保育園事業は重要性が乏しいため、株式

会社らいおん保育園は事業系統図には記載しておりません。

※３ 連結子会社JFX株式会社は、平成29年３月末日をもってバイナリーオプション取引を終了いたしました。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。

　なお、今後につきましては、国内外の情勢を考慮のうえ、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１ 4,848,422 ※１ 7,888,764

外国為替取引顧客分別金信託 30,622,000 39,805,000

外国為替取引顧客差金 6,525,315 7,552,661

外国為替取引顧客未収入金 110,523 237,222

外国為替取引差入証拠金 4,305,514 5,089,272

外国為替取引自己取引差金 111,184 59,581

外国為替取引自己取引未収入金 126,688 227,935

貯蔵品 45,231 43,246

未収入金 38,957 30,472

未収還付消費税等 118,642 182,052

前払費用 32,471 39,385

繰延税金資産 44,149 34,235

その他 8,003 12,433

流動資産合計 46,937,104 61,202,263

固定資産

有形固定資産

建物 106,325 128,770

減価償却累計額 △65,874 △40,873

建物（純額） 40,451 87,896

車両運搬具 13,741 13,741

減価償却累計額 △5,616 △8,866

車両運搬具（純額） 8,124 4,874

器具備品 50,569 55,869

減価償却累計額 △33,254 △37,073

器具備品（純額） 17,314 18,795

有形固定資産合計 65,890 111,567

無形固定資産

ソフトウエア 68,698 79,317

ソフトウエア仮勘定 ― 38,232

その他 246 246

無形固定資産合計 68,945 117,796

投資その他の資産

長期前払費用 3,333 2,250

繰延税金資産 37,594 37,338

差入保証金 24,869 31,383

その他 19,698 17,703

貸倒引当金 △10,247 △8,553

投資その他の資産合計 75,247 80,122

固定資産合計 210,083 309,485

資産合計 47,147,187 61,511,749
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

外国為替取引預り証拠金 36,369,483 46,185,564

外国為替取引顧客差金 593,231 435,589

外国為替取引顧客未払金 694,812 1,269,637

外国為替取引自己取引差金 22,667 254,965

外国為替取引自己取引未払金 1,054 13,682

短期借入金 ※１、２、３ 3,100,000 ※１、２、３ 5,883,600

1年内返済予定の長期借入金 ― 500,000

未払金 342,874 325,532

未払費用 39,545 40,884

未払法人税等 377,330 350,477

賞与引当金 52,351 50,767

その他 47,059 59,146

流動負債合計 41,640,411 55,369,849

固定負債

長期借入金 500,000 ―

退職給付に係る負債 35,410 39,546

役員退職慰労引当金 685,344 944,933

資産除去債務 94 10,574

固定負債合計 1,220,848 995,053

負債合計 42,861,260 56,364,902
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 790,668 845,118

資本剰余金 408,228 408,228

利益剰余金 3,110,853 3,898,690

自己株式 △26,400 △26,446

株主資本合計 4,283,349 5,125,589

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 2,578 △1,292

その他の包括利益累計額合計 2,578 △1,292

新株予約権 ― 22,549

純資産合計 4,285,927 5,146,846

負債純資産合計 47,147,187 61,511,749
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業収益

外国為替取引損益 6,340,824 6,704,987

外国為替取引受取手数料 1,558 573

その他の営業収益 13,781 16,356

営業収益合計 6,356,164 6,721,917

営業費用

販売費及び一般管理費 ※１ 5,096,421 ※１ 5,192,000

営業利益 1,259,742 1,529,917

営業外収益

受取利息 7,124 2,346

貸倒引当金戻入額 2,553 ―

還付金収入 3,289 1,425

その他 2,854 2,011

営業外収益合計 15,821 5,782

営業外費用

支払利息 77,486 73,053

株式交付費 19,908 ―

為替差損 1,696 42

その他 1,579 390

営業外費用合計 100,671 73,487

経常利益 1,174,893 1,462,212

特別利益

固定資産売却益 ※２ 2,261 ―

特別利益合計 2,261 ―

特別損失

固定資産除却損 ※３ 30 ※３ 1,375

減損損失 ― ※４ 7,796

特別損失合計 30 9,171

税金等調整前当期純利益 1,177,125 1,453,041

法人税、住民税及び事業税 485,144 562,538

法人税等調整額 △13,852 10,169

法人税等合計 471,291 572,707

当期純利益 705,833 880,333

親会社株主に帰属する当期純利益 705,833 880,333
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 705,833 880,333

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △18,811 △3,870

その他の包括利益合計 ※１ △18,811 ※１ △3,870

包括利益 687,022 876,462

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 687,022 876,462
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本
その他の包括

利益累計額
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
為替換算

調整勘定

当期首残高 420,795 127,605 2,433,137 △26,400 2,955,137 21,389 － 2,976,526

当期変動額

新株の発行 369,873 280,623 650,496 650,496

剰余金の配当 △26,706 △26,706 △26,706

親会社株主に帰属す

る当期純利益
705,833 705,833 705,833

連結範囲の変動に伴

う利益剰余金の減少

高

△1,411 △1,411 △1,411

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△18,811 △18,811

当期変動額合計 369,873 280,623 677,716 － 1,328,212 △18,811 － 1,309,400

当期末残高 790,668 408,228 3,110,853 △26,400 4,283,349 2,578 － 4,285,927

　当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本
その他の包括

利益累計額
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
為替換算

調整勘定

当期首残高 790,668 408,228 3,110,853 △26,400 4,283,349 2,578 － 4,285,927

当期変動額

新株の発行 54,450 54,450 54,450

剰余金の配当 △92,496 △92,496 △92,496

親会社株主に帰属す

る当期純利益
880,333 880,333 880,333

自己株式の取得 △46 △46 △46

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△3,870 22,549 18,678

当期変動額合計 54,450 － 787,837 △46 842,240 △3,870 22,549 860,918

当期末残高 845,118 408,228 3,898,690 △26,446 5,125,589 △1,292 22,549 5,146,846
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,177,125 1,453,041

減価償却費 69,252 79,599

減損損失 － 7,796

株式報酬費用 － 15,409

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,426 △1,694

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,117 △1,583

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,794 4,136

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 130,590 259,589

受取利息及び受取配当金 △7,124 △2,346

支払利息 77,486 73,053

株式交付費 19,908 －

為替差損益（△は益） 1,491 108

固定資産売却益 △2,261 －

固定資産除却損 30 1,375

外国為替取引顧客分別金信託の増減額（△は増
加）

△5,002,000 △9,183,000

外国為替取引顧客差金（資産）の増減額（△は
増加）

△1,459,487 △1,027,345

外国為替取引顧客未収入金の増減額（△は増
加）

△4,397 △126,699

外国為替取引差入証拠金の増減額（△は増加） △631,377 △783,758

外国為替取引自己取引差金（資産）の増減額
（△は増加）

△95,435 51,603

外国為替取引自己取引未収入金の増減額（△は
増加）

57,419 △101,247

貯蔵品の増減額（△は増加） △15,837 1,985

未収入金の増減額（△は増加） 20,583 6,175

未収還付消費税等の増減額（△は増加） △74,584 △63,409

前払費用の増減額（△は増加） △4,795 △6,684

外国為替取引預り証拠金の増減額（△は減少） 6,492,479 9,816,081

外国為替取引顧客差金（負債）の増減額（△は
減少）

△154,994 △157,641

外国為替取引顧客未払金の増減額（△は減少） 279,514 574,825

外国為替取引自己取引差金（負債）の増減額
（△は減少）

△141,913 232,298

外国為替取引自己取引未払金の増減額（△は減
少）

890 12,628

未払金の増減額（△は減少） 46,161 △38,388

未払費用の増減額（△は減少） 2,486 2,566

その他 △124,644 107,704

小計 645,049 1,206,176

利息及び配当金の受取額 6,316 4,655

利息の支払額 △89,670 △74,510

法人税等の支払額 △291,679 △605,522

営業活動によるキャッシュ・フロー 270,016 530,799
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △520,000 △4,395,000

定期預金の払戻による収入 － 2,295,000

有形固定資産の取得による支出 △23,337 △62,278

有形固定資産の売却による収入 3,541 －

無形固定資産の取得による支出 △34,275 △89,025

資産除去債務の履行による支出 － △5,299

長期前払費用の取得による支出 － △3,000

その他 △605 △3,550

投資活動によるキャッシュ・フロー △574,676 △2,263,154

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 2,783,600

長期借入れによる収入 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △500,000 －

株式の発行による収入 650,496 54,450

株式の発行による支出 △13,807 －

新株予約権の発行による収入 － 7,140

自己株式の取得による支出 － △46

配当金の支払額 △26,706 △92,496

財務活動によるキャッシュ・フロー 909,982 2,752,647

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20,302 △3,979

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 585,019 1,016,312

現金及び現金同等物の期首残高 1,700,845 2,285,864

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,285,864 ※１ 3,302,177
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 7社

連結子会社の名称

JFX株式会社

株式会社らいおん保育園

HIROSE FINANCIAL UK LTD.

HIROSE TRADING HK LIMITED

Hirose Financial MY Limited

HIROSE FINANCIAL LIMITED

HIROSE BUSINESS SERVICE SDN.BHD.

このうち、株式会社らいおん保育園については、当連結会計年度において当社より保育園事業を分社化したこ

とにより、当連結会計年度から連結子会社に含めております。

　

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、HIROSE TRADING HK LIMITED、Hirose Financial MY Limited、HIROSE FINANCIAL LIMITED、

HIROSE BUSINESS SERVICE SDN.BHD.の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しており

ます。また、在外子会社については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ５年～31年

車両運搬具 ４年～５年

器具備品 ３年～15年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(３年～５年)に基づく定額法

を採用しております。

決算短信（宝印刷） 2017年05月12日 16時07分 20ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



ヒロセ通商株式会社(7185) 平成29年３月期 決算短信

― 19 ―

③ 長期前払費用

均等償却を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上して

おります。

③ 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

② 顧客を相手方とする外国為替証拠金取引の会計処理

顧客からの注文により成立する外国為替証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評価損益（スワ

ップを含む。）を外国為替取引損益に、取引に係る受取手数料を外国為替取引受取手数料として計上しており

ます。

このうち、評価損益は、顧客を相手方とする外国為替証拠金取引に係る未決済ポジションについて取引明

細毎に算定し、これらを顧客毎に合算し損益を相殺した上で、評価益相当額を連結貸借対照表上の外国為替

取引顧客差金勘定(資産)に、評価損相当額を外国為替取引顧客差金勘定(負債)にそれぞれ計上しております。

未決済ポジションに対する累積スワップポイントについても取引明細毎に算定し、顧客ごとに合算して損益

を相殺した上で、評価益相当額を同貸借対照表上の外国為替取引顧客未収入金勘定に、評価損相当額を外国

為替取引顧客未払金勘定にそれぞれ計上しております。

また、当社及び国内子会社において、顧客から外国為替証拠金取引の証拠金として預託された金銭は、金

融商品取引法第43条の３第１項並びに金融商品取引業等に関する内閣府令第143条第１項第１号に定める金銭

信託(顧客区分管理信託)により自己の固有財産と区分して管理しております。当該金銭信託に係る元本は連

結貸借対照表上の外国為替取引顧客分別金信託勘定に計上しております。
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③ カウンターパーティを相手方とする外国為替証拠金取引の会計処理

当社のカバー取引注文により成立する外国為替証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評価損益

を外国為替取引損益として計上しております。

なお、評価損益は、カウンターパーティを相手方とする外国為替証拠金取引に係る未決済ポジションを、

カウンターパーティ毎、取引明細毎に算定し、これらを決済日毎に合計し損益を相殺した上で、各勘定に計

上しております。損益算定日の翌営業日を決済日とするポジションに係る評価益相当額を、連結貸借対照表

上の外国為替取引自己取引未収入金勘定、評価損相当額を同貸借対照表上の外国為替取引自己取引未払金勘

定、損益算定日の翌々営業日以降を決済日とするポジションに係る評価益相当額を、連結貸借対照表上の外

国為替取引自己取引差金勘定(資産)、評価損相当額を同貸借対照表上の外国為替取引自己取引差金勘定(負

債)にそれぞれ計上しております。

また、当社のカバー取引注文により成立する外国為替証拠金取引における未決済ポジションに係るスワッ

プも、カウンターパーティ毎、取引明細毎に算定し、合算して損益を相殺した上で、評価益相当額を連結貸

借対照表上の外国為替取引自己取引未収入金勘定に、評価損相当額を同貸借対照表上の外国為替取引自己取

引未払金勘定にそれぞれ計上しております。

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響額は軽微であります。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

　 前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)　

現金及び預金(定期預金) 995,000千円 1,820,000千円

　

(2) 担保付債務

　 前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)　

短期借入金 3,000,000千円 4,783,600千円

上記のほか、当社からのカバー取引注文により成立する外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に関し、金融

機関より支払承諾契約(以下「ボンド・ファシリティ契約」という。)に基づく債務保証を受けており、当該債務保

証に対する担保として現金及び預金(定期預金)を差入れるとともに、顧客区分管理信託契約に基づく信託受益権に

係る信託財産のうち、顧客区分管理必要額等控除後の残余財産に対して、金融機関を質権者とする質権を設定して

おります。また、当該契約に基づく担保の差入額、担保付債務(被保証債務残高)及び債務保証の極度額は、次のと

おりであります。

　 前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)　

現金及び預金(定期預金) 1,200,000千円 1,800,000千円

被保証債務残高 －千円 －千円

債務保証の極度額 4,000,000千円 6,000,000千円

※２ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため前連結会計年度においては取引銀行７行、当連結会計年度にお

いては取引銀行12行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

これらの契約に基づく連結会計年度末における借入金未実行残高等は、次のとおりであります。

　 前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)　

当座貸越極度額
及びコミットメントライン契約の総額

3,300,000千円 7,900,000千円

借入実行残高 3,100,000千円 5,883,600千円

差引額 200,000千円 2,016,400千円
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※３ 財務制限条項

前連結会計年度(平成28年３月31日)

　当社が契約するコミットメントライン契約、ボンド・ファシリティ契約、当座貸越契約には、以下の財務制限

条項が付されております。

１．コミットメントライン契約

① 決算期（第二四半期を含まない。）の末日における単体の自己資本規制比率が200％を下回らせない
こと。

② 決算期（第二四半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される営業損益を損失にしないこ
と。

③ 決算期（第二四半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常損益を損失にしないこ
と。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、貸出人の要求に基づき各借入金に関して貸出人に対し負
担する一切の債務について期限の利益を喪失する可能性があります。
なお、当連結会計年度末における各財務制限条項への抵触の事実はありません。

２．ボンド・ファシリティ契約

① 金融商品取引法第46条の６第１項の定めにより毎月末算出する自己資本規制比率を200％超に維持す
ること。

② 金融商品取引業等に関する内閣府令第178条第１項第１号に規定する市場リスク相当額が、当社が作
成する月次単体試算表における経常利益の５倍に相当する額を２ヶ月連続して超過しないようにす
ること。

③ 金融商品取引業等に関する内閣府令第178条第１項第１号に基づき算出される市場リスク相当額を表
保証額の３％未満とすること。

④ 業として自己の計算により行う店頭デリバティブ取引(金融商品取引法第２条第22項の定義によ
る。)を行う場合、かかる取引の想定元本のUSドル建て最大残高を５百万USドル未満に維持するこ
と。

⑤ ④の財務制限条項に抵触した場合には、以下の追加担保金額算出方法に従い、追加預金担保を保証
人のために差し入れること。算出結果がマイナスとなる場合には、追加担保金額はゼロとする。

追加担保金額算出方法

(Ａ)×(Ｂ)－1,200百万円

１百万円の位を四捨五入して10百万円単位で計算する。

(Ａ)④の財務制限条項に抵触した日における当社が業として自己の計算により行った店頭デリバテ
ィブ取引のUSドル建て最大残高

(Ｂ)表保証人により公表されたUSドル・円TTMレート(対顧客直物電信仲値相場) (以下、「本件レー
ト」という。)のうち④の財務制限条項に抵触することが判明した日において公表されたもの
(当該判明日に本件レートが公表されなかった場合は、当該日の前に公表された本件レートのう
ち、最新のもの)

⑥ 各四半期会計期間末日の損益計算書において、経常損益・営業損益が損失とならないようにするこ
と。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、契約先金融機関の裁量により保証を受けられなくなる可
能性があります。
なお、当連結会計年度末における被保証債務残高及び各財務制限条項への抵触の事実はありません。

３．当座貸越契約

① 金融商品取引法第46条の６第１項の定めにより毎月末算出する自己資本規制比率を200％超に維持す
ること。

② 金融商品取引業等に関する内閣府令第178条第１項第１号に規定する市場リスク相当額が、当社が作
成する当該月にかかる月次単体試算表に示される経常利益の５倍に相当する額を２ヶ月連続して超
過しないようにすること（なお、月次単体試算表に示される経常損益が損失である場合には、当該
月については超過したものとみなす。）。

③ 業として自己の計算により行う店頭デリバティブ取引(金融商品取引法第２条第22項の定義によ
る。)を行う場合、かかる取引の想定元本のUSドル建て最大残高を５百万USドル未満に維持するこ
と。

④ 各四半期会計期間末日の単体の損益計算書に示される営業損益および経常損益が、損失とならない
ようにすること。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、貸出人の要求に基づき各借入金に関して貸出人に対し負担
する一切の債務について期限の利益を喪失する可能性があります。
　なお、当連結会計年度末における各財務制限条項への抵触の事実はありません。
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当連結会計年度(平成29年３月31日)

　当社が契約するコミットメントライン契約、ボンド・ファシリティ契約、当座貸越契約には、主に以下の財務

制限条項が付されております。

１．コミットメントライン契約

① 各事業年度の報告書等に記載される貸借対照表における純資産額を、前年度決算期の期末における
純資産額の80%以上に維持すること。

② 各事業年度の報告書等に記載される損益計算書における経常損益を2期連続して損失にしないこと。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、貸出人の要求に基づき各借入金に関して貸出人に対し負
担する一切の債務について期限の利益を喪失する可能性があります。
なお、当連結会計年度末における各財務制限条項への抵触の事実はありません。

２．ボンド・ファシリティ契約

① 金融商品取引法第46条の６第１項の定めにより毎月末算出する自己資本規制比率を200％超に維持す
ること。

② 各四半期会計期間について、当該四半期会計期間に属する月の金融商品取引業等に関する内閣府令
第178条第１項第１号に規定する市場リスク相当額が、当社が作成する四半期決算短信又は決算短信
から計算される当該四半期会計期間中に計上された経常利益（当該市場リスク相当額を算出した期
間と同期間における経常利益を指す。）の５倍に相当する金額を２回連続して超過しないようにする
こと。

③ 金融商品取引業等に関する内閣府令第178条第１項第１号に基づき算出される市場リスク相当額を表
保証額の３％未満とすること。

④ 業として自己の計算により行う店頭デリバティブ取引(金融商品取引法第２条第22項の定義によ
る。)を行う場合、かかる取引の想定元本のUSドル建て最大残高を５百万USドル未満に維持するこ
と。

⑤ ④の財務制限条項に抵触した場合には、以下の追加担保金額算出方法に従い、追加預金担保を保証
人のために差し入れること。算出結果がマイナスとなる場合には、追加担保金額はゼロとする。

追加担保金額算出方法

(Ａ)×(Ｂ)－1,800百万円

１百万円の位を四捨五入して10百万円単位で計算する。

(Ａ)④の財務制限条項に抵触した日における当社が業として自己の計算により行った店頭デリバテ
ィブ取引のUSドル建て最大残高

(Ｂ)表保証人により公表されたUSドル・円TTMレート(対顧客直物電信仲値相場) (以下、「本件レー
ト」という。)のうち④の財務制限条項に抵触することが判明した日において公表されたもの
(当該判明日に本件レートが公表されなかった場合は、当該日の前に公表された本件レートのう
ち、最新のもの)

⑥ 第２四半期会計期間の末日及び事業年度末日時点の報告書等における連結損益計算書に記載される
経常損益・営業損益が損失とならないようにすること。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、契約先金融機関の裁量により保証を受けられなくなる可
能性があります。
なお、当連結会計年度末における被保証債務残高及び各財務制限条項への抵触の事実はありません。

３．当座貸越契約

① 金融商品取引法第46条の６第１項の定めにより毎月末算出する自己資本規制比率を200％超に維持す
ること。

② 各四半期会計期間について、当該四半期会計期間に属する月の金融商品取引業等に関する内閣府令
第178条第１項第１号に規定する市場リスク相当額が、当社が作成する四半期決算短信又は決算短信
から計算される当該四半期会計期間中に計上された連結経常利益（当該市場リスク相当額を算出し
た期間と同期間における経常利益を指す。）の５倍に相当する額を２回連続して超過しないようにす
ること（なお、四半期決算短信又は決算短信に示される連結経常損益が損失である場合には、当該
四半期については超過したものとみなす。）。

③ 業として自己の計算により行う店頭デリバティブ取引(金融商品取引法第２条第22項の定義によ
る。)を行う場合、かかる取引の想定元本のUSドル建て最大残高を５百万USドル未満に維持するこ
と。

④ 第２四半期会計期間の末日及び事業年度末日時点の報告書等における連結損益計算書に記載される
経常損益・営業損益が損失とならないようにすること。

⑤ 報告書等における有利子負債（社債を含む）の合計金額が、現金、預金（ただし、信託預金から顧
客区分管理必要額を除く）及び外国為替取引差入証拠金の合計金額を上回らないこと。

　上記の各財務制限条項に抵触した場合には、貸出人の要求に基づき各借入金に関して貸出人に対し負担
する一切の債務について期限の利益を喪失する可能性があります。
　なお、当連結会計年度末における各財務制限条項への抵触の事実はありません。
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(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

システム使用料 1,847,914 千円 1,350,615 千円

役員報酬 338,994 千円 415,904 千円

給与手当等 346,236 千円 366,870 千円

退職給付費用 10,402 千円 7,046 千円

賞与引当金繰入額 52,453 千円 50,731 千円

役員退職慰労引当金繰入額 134,261 千円 259,589 千円

貸倒引当金繰入額 － 千円 145 千円

支払手数料 478,490 千円 582,038 千円

広告宣伝費 1,068,053 千円 1,210,520 千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

車両運搬具 2,261千円 － 千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

建物 － 千円 897 千円

器具備品 30 千円 247 千円

ソフトウエア － 千円 229 千円

計 30 千円 1,375 千円

　

※４ 減損損失の内容は、次のとおりであります。

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額（千円）

大阪府大阪市 事業用資産 建物、器具備品 7,796

当社グループは、管理会計上の区分等をもとに、事業別に資産のグルーピングを行っております。

上記の事業用資産については、収益性の低下により回収可能性が認められなくなったものであり、その帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。減損損失の内訳は、

建物7,373千円、器具備品422千円であります。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローが見込めないことから零で算定

しております。

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

為替換算調整勘定 　　 　　

当期発生額 △ 18,811 千円 △ 3,870 千円

　 その他の包括利益合計 △ 18,811 千円 △ 3,870 千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,531,000 1,330,000 ― 5,861,000

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

公募増資による増加 570,000株

新株予約権の行使による増加 595,000株

第三者割当増資による増加 165,000株

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 80,000 ― ― 80,000

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成19年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

(注) ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類及び目的となる株

式数の記載を省略しております。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 26,706 6 平成27年３月31日 平成27年６月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 92,496 16 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,861,000 363,000 ― 6,224,000

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使による増加 363,000株

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 80,000 44 ― 80,044

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 44株

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成19年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

提出会社
平成28年有償ストッ
ク・オプションとし
ての新株予約権

― ― ― ― ― 7,140

提出会社
平成28年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 15,409

合計 ― ― ― ― 22,549

(注) ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類及び目的となる株

式数の記載を省略しております。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 92,496 16 平成28年３月31日 平成28年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 129,023 21 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金 4,848,422 千円 7,888,764 千円

外国為替取引預り証拠金の分別
管理を目的とするもの

△ 337,557 千円 △ 261,587 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 2,225,000 千円 △ 4,325,000 千円

現金及び現金同等物 2,285,864 千円 3,302,177 千円

　

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

当社グループの事業セグメントは、外国為替証拠金取引事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

当社グループの事業セグメントは、外国為替証拠金取引事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 741円38銭 837円71銭

１株当たり当期純利益金額 157円21銭 149円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 133円42銭 143円85銭

(注) １．当社は平成28年３月18日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場したため、前連結会計年度

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から前連結会計年度末までの平均株価を期中平

均株価とみなして算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 705,833 880,333

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

705,833 880,333

普通株式の期中平均株式数(株) 4,489,893 5,882,423

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数 (株) 800,269 237,178

　（うち新株予約権に係る増加数） 800,269 237,178

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

第３回新株予約権（新株予約
権の数5,950個）及び第４回
新株予約権（新株予約権の数
1,140個）。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．その他

（１）役員の異動

開示内容が定まった時点で開示いたします。

　

（２）その他

該当事項はありません。
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